
学費の公私間格差是正、『私学も無償に』、就学支援金制度の維持・拡充、                      
                                 

 

  

岩手県では、12月3日(火)に県向け請願署名を県議会へ提出しました。県内4校の PTA役員が提

出に同席し、私学の学費負担の改善を訴えました。この提出の様子は翌日の地元紙にも掲載されました。 
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